全国統一闘争の前進にむけたメッセージ
全国の組合員の皆さま、3・15対自治体全国統一闘争に結集し、全力でたたかいを進めていることに敬意を表するとともに、自治労中央闘争委員会を代表してたたかいの決意を申し上げます。

2013春闘はヤマ場を迎えています。民間春闘においては、13日、大手企業の回答をむかえ、製造業を中心に一時金の増額を勝ち取るなど、数年ぶりの前進傾向にあります。今後、中小企業や非正規労働者の労働条件改善につなげていくことが求められており、自治労も地域労働運動を積極的に担う立場から、その取り組みの先頭に立ち、民間の仲間との連帯を一層強めながら2013春闘の勝利をめざす必要があります。
政府は、経済対策に取り組む中で、経営者団体に対して賃上げを要請していますが、本来、労使交渉は労使自治のもとで解決すべきものです。しかも一方で地方公務員に対しては、国家公務員に準じた給与削減を実施するよう要請するなど矛盾する対応を続けています。今回の賃金削減は、①地方自治の本旨をないがしろにしているとともに、②自治体労使自治への不当な介入であること、また、③地方公務員の給与削減は、賃金や労働条件を参考にしている団体を含めて、地域経済に対して大きなマイナスをもたらすもので、到底受け入れることはできません。今後、４月26日の全国統一行動にむけて、中央・地方で連携し、すべての単組が団結して反対の取り組みを強化していきましょう。
自治労は、今春闘においては、①要求－交渉－妥結の交渉サイクルの確立と妥結結果の書面協定（労働協約）化を推進するとともに、②賃金・労働条件の確保、③雇用と年金の接続の確立、④人員確保闘争の推進、⑤地方財政の確立、⑥非正規労働者の雇用継続・処遇改善、⑦公共民間・中小企業の労働条件の底上げ、⑧公契約条例推進・公共サービスの強化を重点課題とし、本日3月15日を「全国統一行動日」として自治体交渉に臨んでいます。中央においては、公務員連絡会に結集し、3月26日に総務大臣交渉を実施し、春季段階における誠意ある回答を引き出します。
すべての働くものの連帯で、すべての労働者の処遇改善の取り組みが大きな実を結ぶよう、また、安心して働くことのできる社会が実現できるよう、最後までたたかう決意を明らかにし、皆さまへの連帯のメッセージといたします。
ともにたたかいましょう。
2013年3月15日　　　　　　　　　　　　　　全日本自治団体労働組合
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